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「若年性認知症ハンドブック」修正箇所一覧表（令和４年３月 改訂５版） 

 

頁 修正後 修正前 

全体 誤字、文言、書式等の軽微な修正を行いました。 － 

Ｐ７ 

 

企業の障害者雇用 

一般企業では、労働者の 2.3％以上の障害者を雇

用することが義務付けられています。また、特殊

法人と国・地方公共団体では 2.6％、都道府県等

の教育委員会では 2.5％以上となっています

（R3.3.1 改正）。 

企業の障害者雇用 

一般企業では、労働者の 2.2％以上の障害者を雇

用することが義務付けられています。また、特殊

法人と国・地方公共団体では 2.5％、都道府県等

の教育委員会では 2.4％以上となっています

（H30.4.1 改正）。 

Ｐ22 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite

/bunya/0000079293.html 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/

bunya/0000084783.html 

Ｐ39 認知症疾患医療センター 

認知症を専門とする医師がおり、診断、治療方針

の選定、入院も可能な医療機関で、全国で 488

か所（令和３年 10 月現在）設置されています。 

認知症疾患医療センター 

認知症を専門とする医師がおり、診断、治療方針

の選定、入院も可能な医療機関で、全国で 468 か

所（令和２年４月現在）設置されています。 
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